
日野町人事行政の運営等の 状況の公表 　職員の勤務条件や給与は、国や他の地方公共団体等を考慮
して決められています。
　町職員の勤務条件や給与などの実態について、町民の皆さ
んにより一層のご理解をいただくために人事行政の運営等の
状況と、そのあらましをお知らせします。
  なお、この内容は日野町のホームページでも掲載しています。

日野町人事行政の運営等の状況の公表

（１）職員の任免および職員数の状況
①採用の状況（平成21年度）� （単位：人）

職 種 区 分
採　用　者　数

男 女 計
一 般 事 務 職 2 1 3 
保 育 士・ 教 諭 3 3 
保 健 師 1 1 
社 会 福 祉 士 1 1 
合 　 　 計 2 6 8 

（２）給与の状況
①人件費の状況（平成21年度普通会計決算）� （単位：人）

人口（年度末） 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ/Ａ） 20年度  人件費率
22,698 人 8,247,352 千円 343,413 千円 1,483,978 千円 18.0% 18.0%

（注）人件費には、議会議員や非常勤特別職、常勤特別職に支給される報酬、給料、各種手当、共済費、災害補償費等を含みます。

③職員の平均給料月額および平均年齢の状況（平成21年4月1日現在）

区　分
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

日野町 322,200 円 42歳3月 290,400 円 55歳1月

滋賀県 343,005 円 43歳8月 332,714 円 48歳8月

国 325,521 円 41歳5月 285,548 円 49歳2月

類似団体 326,415 円 43歳6月 272,439 円 49歳5月

（注）国における情報提供がないため平成21年4月1日現在の額で比較しています。

④職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
� （平成22年4月1日現在）

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一　般
行政職

大学卒 273,400 円 − 358,700 円

高校卒 227,700円 − −

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、
採用後の年数をいいます。

　　 表中「−」については、当町において該当者がありません。

②職員給与費の状況（普通会計決算）� （単位：人）

区　分 職員数
Ａ

給　　　与　　　費 一人当たり
給与費 B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

21 年度
人

187
千円

643,447 
千円

125,329
千円

252,862 
千円

1,021,638
千円

5,463
（注）１　職員手当には退職手当を含みません。　２　職員数は、平成21年４月１日現在の人数です。

　�
（参考）類似団体平均

一人当たり給与費
H20 年度

千円
5,983

③職員数の状況（平成22年4月1日現在）� （単位：人）

任 命 権 者 等 定数
実　　　　　人　　　　数

事務員 保健師 保育士 教諭 技能労
務職員 計

町 　 　 長 150 111 8 20 0 7 146 
水 道 事 業 8 4 0 0 0 0 4 
議 会 事 務 局 3 2 0 0 0 0 2 
選挙管理委員会事務局 兼（3） 0 0 0 0 0 兼（3）
監 査 委 員 事 務 局 兼（2） 0 0 0 0 0 兼（2）
農 業 委 員 会 事 務 局 兼（3） 0 0 0 0 0 兼（3）
教 育 委 員 会 94 22 0 0 19 13 54 

計 255 139 8 20 19 20 206 

②退職の状況（平成21年度）� （単位：人）

任 命 権 者 定年 勧奨 死亡 懲戒免職 普通 普通
（復帰 ) 計

町 長 3 3 0 0 2 1 9 
教 育 長 0 0 0 0 0 1 1 

計 3 3 0 0 2 2 10 

④部門別職員数の増減とその主な理由（各年４月１日現在）� （単位：人）

部　　門 平成21年 平成22年 増減 主な増減理由 部　　門 平成21年 平成22年 増減 主な増減理由

一
　
般
　
行
　
政

議 会 2 2 0 特
別
行
政

教 育 58 54 -4 欠員不補充および中学校建設の完了による減

総務企画 34 36 2 戸籍、保険年金業務による増 消 防 0 0 0 
税 務 12 13 1 収納業務等による増 小 計 58 54 -4 

民 生 44 44 0 早期療育施設「くれよん」を衛生から移管
による増、および全体の人数調整に伴う減。 公

営
企
業
等
会
計

病 院 0 0 0 

衛 生 12 10 -2 早期療育施設「くれよん」を民生へ移管に
よる減 水 道 4 4 0 

労 働 1 1 0 下 水 道 7 6 -1 欠員不補充による減

農林水産 9 9 0 そ の 他 11 11 0 
商 工 5 5 0 小 計 22 21 -1 
土 木 10 11 1 道路改良および地籍調査業務等による増 合　　計 209 206 -3 
小 計 129 131 2 ＊合計には、教育長を含みますが、平成22年４月１日現在は教育長は不在となっています。
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日野町人事行政の運営等の 状況の公表
日野町人事行政の運営等の状況の公表

行政改革と人事行政運営
　日野町では、時代の変化に対応した行政システムを再
構築し、財政の健全化を図るとともに住民の視点に立っ
た行政運営を推進するため、平成 18 年３月に平成 17
年度から平成 21 年度までの 5 年間の行政改革大綱およ
び行政改革実施計画（集中改革プラン）を策定しました。
　この計画に基づき、組織・人事・給与の改革について
取り組むとともに人材育成に努めています。

◎おもな人件費削減措置内容（平成22年４月１日現在）

区　分 項　目 削減内容 削減措置実施期間

議　員 報酬および
期末手当

一律5％を
削減

平成17年1月1日～
平成22年3月31日 

特別職 報酬および
期末手当

4.6～7.6％
を削減 平成17年1月1日～

一般職
給料 一律3％

削減
平成17年4月1日～
平成22年3月31日

管理職手当 支給額の10
～25％削減

平成12年4月1日～
（H17.4.1から現在の削減率に変更）

⑥一般行政職の級別職員数の状況�（平成22年４月１日現在）

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1 級 主事補、技師補、主事、技師 6人 5.2％

2 級 主任主事、主任技師 11人 9.5％

3 級 主査 36人 31.0％

4 級 課長補佐、主任 31人 26.7％

5 級 課長、課長補佐 22人 19.0％

6 級 主監、課長 10人 8.6％
（注）１　日野町職員の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　 ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

⑦職員手当の状況（平成22年4月1日現在）

日　　　野　　　町　 国

扶
養
手
当

配偶者　　　13,000 円
扶養親族　　6,500 円
満16歳になる年度～満22歳になる
年度末まで　加算5,000円

日野町の制度と同じ

退
職
手
当

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 23.50月分 30.55月分 勤続 20 年 23.50月分 30.55月分

勤続 25 年 33.50月分 41.34月分 勤続 25 年 33.50月分 41.34月分

勤続 35 年 47.50月分 59.28月分 勤続 35 年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2％～20％）

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2％～20％）

期
末
・
勤
勉
手
当

（支給割合） （支給割合）
支給月 期末 勤勉 計 支給月 期末 勤勉 計

6月期 1.25月分 0.70月分 1.95月分 6月期 1.25月分 0.70月分 1.95月分

12月期 1.50月分 0.70月分 2.20月分 12月期 1.50月分 0.70月分 2.20月分

計 2.75月分 1.40月分 4.150月分 計 2.75月分 1.40月分 4.150月分
※職制上の段階、職務の級等による

加算措置　有
※職制上の段階、職務の級等による

加算措置　有　（管理職加算あり）

住
居
手
当

借家・借間 100 円～ 27,000 円 日野町の制度と同じ

通
勤
手
当

交通機関利用者 55,000 円（上限）
交通用具利用者（２㎞以上）
　通勤距離に応じて

5,000 円～ 25,500 円

交通機関利用者
　　　　日野町の制度と同じ
交通用具利用者
　　　　日野町の制度と異なります

管
理
職
手
当

主監　　　　12％
課長　　　　11％
課長補佐　　　9％

日野町の制度と異なります

　

特殊勤務手当
（平成 21 年度
普通会計決算）

区　分 全職種

職員全体に占める
手当支給職員の割合 16.0%

支給職員１人当たり
平均支給年額 2,800 円

手当の種類（手当数） 7

時間外勤務手当
（各年度普通

会計決算）

21
年
度

支給総額 67,080千円

職員 1 人当たり
平均支給年額 358千円

20
年
度

支給総額 51,988千円

職員 1 人当たり
平均支給年額 280千円

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　 ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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⑤ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
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（３）職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
①一般職員の勤務時間の状況

１週間の
勤務時間

１日の
勤務時間

勤務時間 休憩時間

開始時刻 終了時刻 時間 開始時刻 終了時刻

38 時間 45 分 7 時間 45 分 8:30 17:15 60 分 12:00 13:00

職員は、交替で休憩を取っていますので、各種証明書の申請受付等は休憩時間中にも対応させていただいております。

（４）職員研修および勤務評定の状況
①研修の状況（平成21年分）

一 般（ 階 層 別 ） 研 修 119  新規採用職員、一般職員

集 合 研 修 366  まちづくり

専 門 研 修 49  情報管理、セキュリティ対策等

人 権 問 題 研 修 210  人権問題

派 遣 研 修（ 一 般 研 修 ） 43  滋賀県市町村職員研修センター

　　 〃　　  （ 特 別 研 修 ） 17  市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所等

　　 〃　　  （ 専 門 研 修 ） 18  滋賀県市町村職員研修センター、滋賀県建設技術センター等

合　　　　　　　計 822 ※延べ人数

②一般職員の年次有給休暇の取得状況（平成21年分）

平均取得日数 消化率

8.1 21.8%

（注）１　平成21年1月1日から平成21年12月31日までの全期間を
　　　　 在職した一般職員の状況です。

③育児休業および部分休業の取得状況（平成21年分）� （単位：人）

区分

育児休業取得状況 平成 21 年度中に新たに育児休業が取得
可能となった職員の育児休業取得状況

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

育児休業
対象者数

うち育児休業
取得者数

うち部分休業
取得者数

男性 0 0 4 0 0 

女性 11 0 2 2 0 

合計 11 0 6 2 0 

（５）職員の福祉および利益保護の状況（平成21年度）

　福利厚生事業については、地方公務員法第42条の
規定に基づき、職員の保健や元気回復、その他厚生事
業を実施しています。
　事業は、（財）滋賀県市町村職員互助会、(財）滋賀
県教職員互助会、日野町職員互助会に委託し、弔慰金・
祝金の給付事業、貸付・保険事業、スポーツ・文化振
興事業などを行っています。

名　称 ㈶滋賀県市町村
職 員 互 助 会

㈶滋賀県教職員
互 助 会

日 野 町 職 員
互 助 会

会 員 数　　　（ 人 ） 198 13 213

個 人 掛 金　　（ 円 ） 3,578,227 552,004 1,922,309

公 費 負 担 金（ 円 ） 3,579,172 0 1,711,469

一人当たり負担金（円） 18,077 0 8,035

公平委員会の報告
（1）勤務条件に関する措置の要求の状況
（2）不利益処分に関する不服申し立ての状況
（3）その他
いずれも平成 21 年度において、要求はありませんでした。

※公平委員会とは？
　職員が給与、勤務時間その他の勤務条件に関
し、公平委員会に対して、町の当局により適切
な措置がとられるべきことを要求することがで
きる機関です。
　また、懲戒その他その意に反する不利益な処
分を受けた場合、公平委員会に不服申し立てが
できることになっています。

◆問い合わせ先　総務課　総務担当　☎�6500　有線⑤7762

日野町人事行政の運営等の状況の公表
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